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保育士の配置基準の見直し及び処遇改善を求める意見書

急速な少子化が進む中で、子どもの健やかな成長を支える質の高い保育が切実に求め

られています。２０２２年、保育施設内での重大事故は１，８９６件も発生しました。

子どもが安心・安全に過ごすべき保育施設や通園バスにおいて、命に関わる重大な事故が

相次いでいます。保育士は、人手不足・低賃金のうえ、子どもの命を預かる責任の重大さや、

仕事の多さに追われる過酷な労働環境に置かれており、多くの子どもたちの保育をひとり

で担うことは、経験のある保育士ですら、大変な責任と負担を伴います。休憩や昼食の時間

が十分に取れない保育士も多く、保育の現場からは「限界」との声が上がっています。

日本の保育士の配置基準は１９６９年から大きく変化しておらず、特に４・５歳の子ども

３０人に保育士１人という配置基準は、戦後すぐの１９４８年から変化していません。

例えば、イギリスでは子ども１３人に保育士１人、スウェーデンでは子ども１８人に保育士

１人という配置基準を設定しています。日本でもこの間、小学校以上の教員配置は、不十分

ながらも見直されました。保育士の配置基準だけが７０年以上一度も改善されておらず、

日本は主要国の中でも低い基準のままとなっています。保育士の数を増やすことは、子ども

の命と育ちを守ることに直結します。質を確保し、保育の受け皿を整備するためには、

保育士の配置基準の見直しや賃金水準の引き上げによる処遇改善が急務です。

よって、国におかれましては、以下の項目について実施するよう強く要請します。

記

１ 保育士の配置基準の見直しを行うこと。

２ 賃金水準の引き上げなど更なる処遇改善を図ること。

３ 保育士の処遇改善に必要な財源を十分に確保すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。


